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                   日  時  平成25年３月12日（火） 

                       午後７時00分から 

                   場  所  武蔵野市役所  

                       ４階  ４１１会議室 

 

 

次 第 

 

 

１  開  会  

 

２  議  事  

 (1) 武蔵野市まちづくり条例の運用状況について 

 (2) 武蔵野都市計画高度地区及び特定大規模土地利用地区について 

 (3) 武蔵野市まちづくり条例の一部改正について 

 (4) その他 

 

３  その他 

(1) 事務連絡等 

 

 



 

 資料一覧  

資料１ 平成21年度～24年度 武蔵野市まちづくり条例運用状況（平成25年２月末現在） 

資料２ 平成24年度大規模土地取引及び大規模開発事業の届出一覧（平成24年10月～平成25

年２月まで） 

 資料３ 平成24年度調整会開催案件一覧（平成24年10月～平成25年２月まで） 

 資料４ 平成24年度大規模土地取引・大規模開発事業の届出及び調整会が開催された案件（

平成24年10月～平成25年２月まで） 

 参考資料１ 大規模土地取引行為に係る土地の利用に関する助言 

 参考資料２ 開発基本計画に対する意見の提示について 

資料５ 武蔵野都市計画高度地区の変更（建築物の高さの最高限度） 都市計画素案説明会

の開催及び意見募集について 

 資料６ 武蔵野都市計画高度地区の変更（建築物の高さの最高限度） 都市計画素案に関す

るこれまでに出された主な意見に対する現時点の考え方 

 資料７ 武蔵野都市計画特定大規模土地利用地区の決定 都市計画の原案たたき台について 

 資料８ 武蔵野市まちづくり条例の一部改正について 

 参考資料 武蔵野市まちづくり委員会（平成21年～22年度）活動のまとめ 

 



平成 21～24 年度 武蔵野市まちづくり条例 運用状況報告 

（平成 25年２月末現在） 

 

（１）事業規模別 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 

大規模土地取引※１ 3 件 5 件 6 件 2 件 

大規模開発事業 5 件 5 件 11 件 8 件 

一般開発事業 19 件 23 件 30 件 22 件 

計 24+3 28+5 41+6 30+2 

※１ 権利取得の届出があった件数 

 

（２）事業分類別 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 

中高層建築物（増築含む） 20 件 21 件 31 件 23 件 

開発行為 1 件 5 件 5 件 2 件 

特定集合住宅（中高層除く） 

＊15戸以上 

0 件 1 件 0 件 0 件 

集客施設（中高層） 2 件 0 件 0 件 3 件 

集客施設（中高層除く） 0 件 0 件 3 件 1 件 

集客施設への用途変更 1 件 0 件 1 件※２ 1 件 

駐車場の設置 0 件 1 件 1 件 0 件 

その他（土地取引） 3 件 5 件 6 件 2 件 

計 24+3 28+5 41+6 30+2 

※２ 事業取り下げ届出済 

 

（３）調整会 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 計※３ 

大規模開発事業 1 件 

1 回 

2 件 

2 回 

3 件※４ 

3 回 

3 件※４ 

7 回 

6 件 

13 回 

一般開発事業 0 件 

0 回 

4 件 

6 回 

0 件 

0 回 

3 件 

5 回 

7 件 

11 回 

計 1 件 

1 回 

6 件 

8 回 

3 件 

3 回 

6 件 

12 回 

13 件 

24 回 

否開催とした案件 0 件 1 件 1 件 0 件 2 件 

※３ 計の欄は物件の数。年度を跨いで開催されたものも同一物件であれば１件として標

記しているため、年度毎の数の合計は計の欄の件数と一致しない。 

※４ 開発行為と建築の両方に係る物件（西久保ゴルフセンター跡地、横河スイミング跡

地）は１物件として集計している。 

平 成 2 5 年 ３ 月 1 2 日
ま ち づ く り 委 員 会 
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開発事業の目的
大規模土地権利

取得届出
年月日

大規模開発基本
構想届出
年月日

説明会（大規模）
の報告
年月日

意見書（大規模）
の提出期間

用途地域等
地区計画（地区
まちづくり計画）

の有無

指定建ぺい率(%)
／指定容積率

(%)

意見書・見解書
（大規模）の
公表年月日

調整会（大規模）
の開催請求期間

調整会（大規模）
開催年月日

調整会
報告書の公表

年月日

開発基本計画の
届出年月日

開発区域面積

（m
2
）

建築面積

（m
2
）

法定延床面積
（容積対象）

（m
2
）

説明会
報告年月日

意見書の
提出期間

意見書・見解書
の公表
年月日

調整会の開催
請求期間

調整会
開催年月日

区画数
（共同住宅の
場合は戸数）

建物階数
/建物高さ（m）

構造
調整会

報告書の公表
年月日

助言
年月日

開発事業に係る
協議申請
年月日

協議終了通知
協定締結
年月日

その他（変更届等）
年月日

土地取引 12.12.17 ②をご参照ください

一低層 無 40(50)/80

7,098.53 - -

- - -

信託受益権 13.2.27

商業 無 80/600

- - -

- - -

事務所・複合施設 13.1.9 13.1.24 ～13.2.3

準工業 無 60（70）/200 - - - -

37147.26
1800（事務所）
800（複合施設）

6500（事務所）
800（複合施設）

-
4F/22.9（事務所）
1F/6.0（複合施設）

S造(事務所）
S造・RC造(複合施

設)

開発行為 13.2.12

一低層 無 40/80

7098.53 未定 未定

47区画 未定 未定

未定

12-030（大）

ヨドバシカメラマルチメディア吉祥寺

（譲受人）ユナイテッド・アーバン投資法人
執行役員　阿部久三

港区虎ノ門4-3-1

- -

（譲渡人）
学校法人武蔵野大学
理事長　山内教領

（譲受人）
野村不動産株式会社

-

千代田区丸の内3-1-1

12-102（土）

（譲渡人）合同会社吉祥寺YCMファンディ
ング

江東区有明3丁目3番3号

新宿区西新宿1丁目26番2号

-

吉祥寺本町1-2103-2

施工者連絡先

（仮称）関前３丁目戸建計画

事業者連絡先

設計者連絡先

事業者名

設計者名

施工者名

12-101（土）

Ⅰ

平成24年度大規模土地取引及び大規模開発事業の届出一覧

開発区域の地番（住居表示）

関前3-520-1、521、522-1、527-1

　　項目

　番号

備　考

開発事業の名称

Ⅱ

①

12-028(大) （仮称）横河電気株式会社新棟計画

横河電機㈱
　代表取締役社長　海堀周造

中町2-9-32

未定 未定

未定

中町2-2995番外
（2-9-32）

②

（仮称）関前３丁目戸建計画

野村不動産㈱
　代表取締役　中井加明三

新宿区西新宿1-26-2

関前3-520-1、521、522-1、527-1
（3-39、40）

未定

未定

未定未定
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開発事業の目的
大規模土地権利

取得届出
年月日

大規模開発基本
構想届出
年月日

説明会（大規模）
の報告
年月日

意見書（大規模）
の提出期間

用途地域等
地区計画（地区
まちづくり計画）

の有無

指定建ぺい率(%)
／指定容積率

(%)

意見書・見解書
（大規模）の
公表年月日

調整会（大規模）
の開催請求期間

調整会（大規模）
開催年月日

調整会
報告書の公表

年月日

開発基本計画の
届出年月日

開発区域面積

（m
2
）

建築面積

（m
2
）

法定延床面積
（容積対象）

（m
2
）

説明会
報告年月日

意見書の
提出期間

意見書・見解書
の公表
年月日

調整会の開催
請求期間

調整会(一般)
開催年月日

区画数
（共同住宅の
場合は戸数）

建物階数
/建物高さ（m）

構造
調整会

報告書の公表
年月日

助言
年月日

開発事業に係る
協議申請
年月日

協議終了通知
協定締結
年月日

その他（変更届等）
年月日

開発行為 12.4.13 12.5.9 12.6.15 ～12.6.23

一住 無 60（70）/200 12.7.9 ～12.7.23 12.8.20
12.9.21

助言12.9.21
12.9.25

5,003.04 - - 12.10.19 ～12.10.27
市長意見12.10.26

12.11.15
～12.11.29

12.12.20
13.1.28
13.2.22

1 - -

共同住宅 12.4.13 12.5.9 12.6.15 ～12.6.23

一住 無 60（70）/200 12.7.9 ～12.7.23 12.8.20
12.9.21

助言12.9.21
12.9.25

4,615.25 1,784.87 12,077.40 12.10.19 ～12.10.27
市長意見12.10.26

12.11.15
～12.11.29

12.12.20
13.1.28
13.2.22

133戸 B1F・10F/31.65 RC造未定

中町2-2988-2外7筆
（中町2-13）

（仮称）武蔵野市中町2丁目計画

千代田区大手町1-6-1

未定

（仮称）武蔵野市中町2丁目計画

未定

　　項目

　番号

中町2-2988-2外7筆
（中町2-13）

三菱地所レジデンス株式会社
　取締役社長　八木橋孝男

千代田区大手町1-6-1

未定 未定

設計者名

施工者名

1

未定

未定

未定

三菱地所レジデンス株式会社
　取締役社長　八木橋孝男

【調整会の結果】

・建物高さについては、「10階建ての一部を９階建てに変更する」という事業者側の一定の改善努力はあったが、
  調整会請求者からは、市が予定している制限値とかけ離れており、社会的な批判は免れないとの主張があった。
  調整会としては、これ以上の双方の歩み寄りは見られないため、調整は困難であるとし、終了する。
・植栽・外構・照明等の計画については、住民と事業者との間の今後の協議事項とする。

平成24年度調整会開催案件一覧

開発区域の地番（住居表示）開発事業の名称

設計者連絡先

備　考

施工者連絡先

事業者連絡先事業者名

平 成 2 5 年 ３ 月 1 2 日
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武蔵野都市計画高度地区の変更（建築物の高さの最高限度） 

都市計画素案説明会の開催及び意見募集について 

 

(1) 説明会の開催日時及び出席者数 

ア 第１回 10 月 23 日（火） 午後７時から８時  

会 場 芸能劇場小ホール  

出席者 11 名 

イ 第２回 10 月 25 日（木） 午後７時から８時  

会 場 武蔵野商工会議所市民会議室 

出席者 16 名 

ウ 第３回 10 月 30 日（火） 午後７時から８時  

会 場 スイングホール レインボーサロン 

出席者 11 名 

エ 第４回 11 月３日（土） 午後１時から１時 30 分 

会 場 武蔵野市役所 811 会議室  

出席者 ３名 

  計 41 名    

(2) 説明会での質問 

  ア 質問の件数 18 件 

イ 主な質問の概要 

(ア) 制限値について 

① 素案で示された制限値は今後変更される可能性はあるのか。 

② 制限値を検討した計算式はあるのか。 

③ 高さ制限の異なる地域にまたがって建築される場合はどうなるのか。 

④ 沿道で指定されるエリアは道路から何ｍの範囲なのか。 

⑤ 商業地域に制限をかける必要はあるのか。 

(イ) 特例措置について 

⑥ 許可条件の高さ制限を超える部分の離隔について、道路境界線からの離隔距離は決まって

いないのか。 

⑦ 敷地要件の 5000 ㎡は提供公園を含む面積なのか。また、5000 ㎡に満たない場合は特例を

受けることができないのか。 
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⑧ 総合設計制度を活用した場合、高さの上限はないのか。 

⑨ 地区計画で制限値以上の高さを定めることもありえるのか。 

⑩ 市街地再開発事業を行う場合も高さ制限は適用されるのか。 

⑪ 総合設計制度の「市が定める範囲」はもう決まっているのか。 

⑫ 商業地域が住宅地に隣接する場合にも 60ｍの建物が建ってもいいという考えなのか。 

( ウ ) その他 

⑬ 都市計画決定のスケジュールが当初よりも遅れている理由は何か。早めることはできない

のか。 

⑭ 特例措置の手続きについては決まっていないのか。市民参加はあるのか。 

⑮ 用途地域の変更についても提案できないのか。 

⑯ 商業地域に斜線制限はかかっていないのか。 

⑰ 駆け込み物件への対策はないのか。 

 

(3) 意見書について 

ア 意見数 16 通 

イ 高さ制限に関する主な意見 

(ア) 基本方針について 

① 商業地域には制限をかけないでほしい。 

(イ) 制限値について 

② 23ｍの制限値の北側が低層住宅地となっている区域については、制限値及び斜線型高さ制

限をより厳しいものにしてほしい。 

③ （意見提出者の）既存マンションにかかる 23ｍ制限を中止してほしい。 

④ 地域特性に配慮した制限値を定める箇所について、既存不適格建築物とならないように制

限値を見直してほしい。 

⑤ 玉川上水沿線については、制限値を 17ｍとすべき。 

⑥ 三鷹駅北口商業地域について、三鷹通り西側のみ制限値を 30ｍとしているが、三鷹通りの

景観に配慮し、通りの東側の制限値についても再検討してほしい。 

⑦ 三鷹駅北口商業地域の制限値が 30ｍの箇所については、15ｍ程度に抑えるとともに、東西

斜線制限を導入してほしい。 



 

 

 

(ウ) 特例措置について 

⑧ 既存不適格建築物の建替えについては、震災時を考慮した特例を設けてほしい。 

⑨ 既存不適格建築物の建替え特例の適用条件を緩和してほしい。 

⑩ 大規模敷地における教育施設等の特例について、適用条件を緩和してほしい。 

⑪ 大規模敷地における教育施設等の特例の適用条件について、個別の条件を判断できるよう

なただし書きを設けてほしい。  

⑫ 大規模緩和について、38ｍは高すぎるのではないか。 

⑬ 学校、病院、研究所等の大規模敷地については規制の対象外としてほしい。 

⑭ 許可を行う第三者機関には市民参加ができるようにしてほしい。 

(エ) その他 

⑮ 早期の都市計画決定等、駆け込み物件への対策をしてほしい。 

 



 

 

武蔵野市都市計画高度地区の変更（建築物の高さの最高限度） 

都市計画素案に関するこれまでに出された主な意見に対する現時点の考え方 

 

 １．都市計画審議会 第１回（平成 24 年 10 月１日）、第２回（平成 24年 12 月 10 日） 

（ア）特例措置について 

意見要旨 考え方 

①大規模緩和について、樹木を植えることや

商業地域で公共駐輪場等を整備することに

より高さ制限を緩和するという理屈で近隣

住民が理解を示すのか疑問である。 

・大規模緩和については、市街地環境の配慮

条件を備えることにより、本市におけるまち

づくりの取組みの更なる推進を図りたい。 

・住居系地域においては、これまで本市では

緑化、公開空地等の公共空間の創出に取り組

んできており、まちづくり条例の基準以上に

確保することを緩和の条件として提示してい

る。緑化だけでは高さ制限との関係が明らか

ではないが、緑化の確保に加えて離隔距離を

大きく取ることとしており、圧迫感やプライ

バシーの侵害については低減されると考えて

いる。 

・公共駐輪場については大規模緩和の条件か

らは削除した。その用途は公共公益性が高い

ので別途の条件で考慮することとした。 

②商業地域における特例措置において、商業

業務床とする緩和条件は、50％でも高すぎ

る。住宅は認めない考えということか。 

・商業地域は商業・業務施設の集積を高め、

街のにぎわいをつくりだしていく地域であ

る。このため商業地域においてマンション等

が乱立することは商業の維持・成長を促すた

めには喜ばしいことではないが、住宅を全く

認めないという考えではない。 

現在、本市ではマンション等が建設される場

合には少なくとも２層分を商業床とするよう

事業者と協議しているが、建物高さを緩和し

た場合にはその緩和分も商業用途とする数字

で修正する。 
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（イ）再開発関係の適用除外について 

意見要旨 考え方 

③市街地再開発事業において、高さ制限は商

業活性化の観点から適用除外にすべきでは

ないか。 

・市街地再開発事業を都市計画事業として施

行するためには、都市計画法に基づき事業の

種類や施行区域などを「市街地再開発事業に

関する都市計画」として定める必要がある。

・都市計画法により都市計画事業として行う

市街地開発事業は、事業者と市役所で計画条

件等の調整が行われる。その調整過程で、当

然に建築物の高さについても指導されるの

で、市街地再開発事業の施行区域内では、適

用除外を考えている。 

・具体的には、市街地再開発事業の実施にあ

たっては「高度利用地区」、「都市再生特別

地区」、「特定地区計画等区域」の区域内で

あることが条件であるため、これらの区域内

において高度地区を適用除外とする。 

 

 （ウ）特別用途地区について 

意見要旨 考え方 

④特別用途地区で従前用途以外の用途を認め

ないというのは法的にも無理があるのでは

ないか。 

・都市計画マスタープランで「特定土地利用

維持ゾーン」として示している教育施設等

は、今後もまちづくりへの貢献及び機能強

化・存続を目指すものである。 

・従前用途以外の用途を認めないことは制限

としては厳しく、財産権の侵害になるため、

従前用途以外の建物については周辺の住環

境を害さないよう建ぺい率・容積率・敷地面

積の最低限度又は階数制限を設けることと

した。 

・また、導入を検討している特別用途地区内

における高さ制限の取扱いについても検討

する。 

 

 

 

 



 

 

 

 ２．説明会及び意見書 

（ア）基本方針について 

 

（イ）制限値について

意見要旨 考え方 

①都市計画マスタープランでは「住環境保全

の観点からの高さ制限は、商業地域には原

則として導入しない」と示しているのに、

なぜ商業地域にも高さ制限をかけるのか。

・都市計画マスタープランの土地利用方針に

おいては、住環境保全の観点からは商業地域

以外の地域に高さ制限を導入すると記述し

ているが、一方景観まちづくり方針において

は美しい街並みを形成・維持するために高さ

制限を導入すると示している。 

・駅前商業地における高層マンションの乱立

を予防するため、街並み保全の観点から商業

地域においても一定のルールが必要と考え

られることから商業地域にも導入する方針

である。 

意見要旨 考え方 

②23ｍの制限値の北側が低層住宅地となって

いる区域については、制限値及び斜線制限

をより厳しいものにしてほしい。 

・斜線型高度地区と日影規制等既存の規制に

より、北側に隣接する低層住宅地の住環境に

ついては、一定の配慮がなされていると考え

られる。 

③既存不適格建築物とならないように制限値

を見直してほしい。 

・制限値を設定する際には、現行の都市計画

及び建築基準法で定められる容積率が充足

できる値としている。また、既存不適格建築

物となった建物に対しては特例によって建

替えに対する一定の配慮をしている。 



 

 

(ウ)特例措置について 

意見要旨 考え方 

④大規模敷地における教育施設等について

は、大規模特例及び既存不適格建築物の建

替え特例の適用条件を緩和してほしい。 

⑤大規模敷地における学校、病院、研究所等

については規制の対象外としてほしい。 

・都市計画マスタープランで「特定土地利用

維持ゾーン」として示している教育施設等

は、今後もまちづくりへの貢献及び機能強

化・存続を目指すものである。そのため、特

別用途地区等でその土地利用が維持される

ものについては、今後、高さ制限の取扱いを

検討する。 

⑥大規模緩和において緩和される制限値が

38ｍとは高すぎるのではないか。 

・商業地域から低層住宅地域へ続く街並みの

維持に配慮し商業地域での制限高さを超え

ないこと、及び、既存の建物の高さを踏まえ

て設定している。 

・大規模敷地においては、市街地環境の配慮

条件を加えることにより、高さをある程度許

容しても良好な市街地環境を形成していけ

るものと考えている。 

・また、市街地環境の向上への貢献を第三者

機関が評価検討し、その同意を経て市長が許

可するため、周辺の状況を十分に配慮したう

えで緩和を認めることとしている。 

 

（エ）駆け込み対策について 

意見要旨 考え方 

⑦早期に都市計画決定すること等によって、

駆け込み物件への対策をしてほしい。 

・手続きは迅速に行うが、高さ制限は土地利

用に一定の制限を加えるため、市民への周知

等、慎重に都市計画手続きを進めていく必要

がある。 

・高さ制限が都市計画決定されるまでの間、

開発事業者に対しては、公表されている高さ

制限案の制限値を守るように、まちづくり条

例の手続きの中で協議を行う。 

・また、都市計画決定時に工事中の物件に関

しては既存不適格建築物の建替え特例は受

けることができないことも素案に盛り込ん

でおり、駆け込み対策のひとつとして考えて

いる。 

 

 



  

 

武蔵野都市計画特定大規模土地利用地区の決定  

都市計画の原案たたき台について  

 

１．目的  

(1) 都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン に 位 置 づ け ら れ る 特 定 土 地 利 用 維 持 ゾ ー ン

のうち学校及び医療施設について、土地利用の維持を図り、地域におけ

る文教・医療の拠点としての役割や機能を保全していく。 

(2) 将 来 の 社 会 経 済 状 況 な ど の 変 化 に よ り 現 行 の 土 地 利 用 の 維 持 が 困 難

となった場合は、周辺市街地と調和した適切な土地利用を図る。 

  以上の事項を実現するため、都市計画法第８条第１項第２号に掲げる特

別用途地区を指定する。 

 

２．特別用途地区の内容（案）  

名  称  特 定 大 規 模 土 地 利 用 地 区  

区  分  第 一 種 文 教  第 二 種 文 教  医 療 拠 点  

該 当 区 域  吉 祥 女 子 中 学 ・ 高 等 学 校
成 蹊 学 園 周 辺  

亜 細 亜 大 学 周 辺  
武 蔵 野 赤 十 字 病 院  

用 途 地 域  第 一 種 低 層 住 居 専 用 地 域 第 一 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域  

指 定 建 ぺ い 率
／ 容 積 率  

50％ ／ 150％  60%／ 200％  

高 度 地 区 等  
第 一 種 高 度 地 区  
絶 対 高 さ 10ｍ  

23ｍ 第 二 種 高 度 地 区  

制 限 内 容  
（ 建 物 用 途 ）  

①  学 校 、 図 書 館 そ の 他 こ
れ ら に 類 す る も の  

②  用 途 が ① 以 外 の 場 合 は
建 ぺ い 率 ／ 容 積 率 が
40％ ／ 80％ 、 最 低 敷 地
120 ㎡  

①  学 校 、 図 書 館 そ
の 他 こ れ ら に 類
す る も の  

②  用 途 が ① 以 外 の
場 合 は 、 階 数 が
３ 以 下  

①  病 院 そ の 他 こ れ
ら に 類 す る も の  

②  用 途 が ① 以 外 の
場 合 は 、 階 数 が
３ 以 下  

 

３．対象区域  

 

 

 

吉 祥 女 子 中 学 ・  

高 等 学 校 （ Ａ ）

武 蔵 野 赤 十 字 病 院 （ Ｃ ）

成 蹊 学 園 （ Ｂ ）  

亜 細 亜 大 学 （ Ｂ ）  

第 一 種 文 教 （ Ａ ）  

第 二 種 文 教 （ Ｂ ）  

医 療 拠 点  （ Ｃ ）  

凡 例 （ 区 分 ）  

武 蔵 境 駅  
吉 祥 寺 駅  三 鷹 駅  

平 成 2 5 年 ３ 月 1 2 日
ま ち づ く り 委 員 会 
資 料 ７ 



 

武蔵野市まちづくり条例の一部改正について 

 
＜趣旨＞ 

平成 21 年の条例施行後、おおむね５年以内を目途として、まちづくりに関する状況の変

化への的確な対応及び開発調整における一連の手続きの合理性を踏まえた改善を図る観点

から検討を加え、その結果に基づいて必要な見直しを行うものである。 
 
Ⅰ 条例改正の主要な論点 

① 代理人制度 
② 近隣関係住民の範囲及び近隣説明の方法 
③ 対象用途の見直し（集客施設、老人ホーム、駐車場等） 
④ 調整会の仕組み 
⑤ 連担規定 
⑥ 各整備基準の見直し（用途の適正化、環境、緑、防災、駐輪場、地下住戸、コミュニテ

ィ等） 
 
Ⅱ まちづくり委員会からの提言を踏まえた対応について 

参考：「武蔵野市まちづくり委員会（平成 21～22 年度）活動のまとめ」 
１）調整会の運営について 

調整会の開催回数や事前の論点整理方法、開催請求の方式等に関しては、調整会の効

果的かつ効率的な運営と、住民間の公平性及び事業活動に対する影響の観点より見直し

を行い、他の行政庁における事例も参考にしながら検討していく。 
 
２）調整会事例から考えられる都市計画制度等の活用について 

①商業系用途地域における低層階への商業施設等の誘導 
商業地域における商業や住宅の状況を調査している。また、現在市の産業振興計画策

定にかかる調査も進められており、それらを踏まえ、今後具体的な検討を進めていく

予定。 
②低層用途地域に隣接する中高層用途地域の高さ規制 
街並み及び住環境の保全の観点から平成 26 年１～2 月の都市計画決定を目指し、市全

域に用途地域を踏まえた高度地区による建築物の高さ制限を導入する。 
③かたらいの道沿道の景観誘導策等の早期実現化 

  かたらいの道は、都市計画マスタープランで景観形成に配慮した道づくりを進めるエ

リアに指定されている。高度地区導入においてもそれらを考慮した高さの制限値を予

定している。建築物の高さの最高限度を指定した後、具体的な景観まちづくりの展開

平 成 2 5 年 ３ 月 1 2 日
ま ち づ く り 委 員 会 
資 料 ８ 



として、景観ガイドライン等の検討を進めていく予定で、その中でさらに景観誘導策

などを示していくことになる。 
 
３）まちづくり活動の支援体制の整備について 

 現在も、協議会に対しては助成金等の支援を実施している。その他、活動の場の提供

や情報提供等を職員のできる範囲で支援を進めている。 
今年度は、三鷹駅北口地区まちづくり準備会と共催して、三鷹駅北口のまちづくりに

ついて意見交換会を実施した。 
 
４）まちづくり委員会の運営改善について 

定例の委員会や調整会の開催に限定せず、必要に応じてまちづくりに関する事項の審

議の要請や意見の聴取を行うなど、有効な活用に努めるとともに、市が行うまちづくり

に関する事項等について、電子メール等を活用した適時・適切な情報提供を行っていく。 
 
５）その他 

・調整会を経て計画の変更が行われた場合の近隣関係住民に対する周知について 
現行の条例では規定されていないが、運用上は必要に応じて事業者から住民に対して

説明を行うよう求めている。条例改正の中で、これに関する規定を追加するなどの検討

を行う。 
  

 
＜今後のスケジュール＞ 
平成 25 年度 

庁内検討、まちづくり委員会の開催、パブリックコメントによる市民意見募集 
第４回定例会（12 月）議案提出 

平成 26 年度 ４月施行（予定） 
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